
１　調査期間　　令和５年５月１７日から令和６年４月３０日

２　調査方法　　対面アンケートによる方法

３　調査世帯　　管内５３６世帯を無作為抽出アンケートを実施

　　※令和５年は郵送及び対面によるアンケートで実施し、令和６年は対面によるアンケートを実施しました。

○　設置状況
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　世帯に占める割合です。

○　機器の経過年数状況 ○　維持管理状況

（設置世帯及び一部設置世帯に対する調査） （設置世帯及び一部設置世帯に対する調査）

塩竈市 塩竈市 53% 47%

多賀城市 多賀城市 29% 64%

松島町 松島町 23% 59%

七ヶ浜町 七ヶ浜町 27% 72%

利府町 利府町 37% 52%

計 計 34% 59%

１０年経過した割合
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住宅用火災警報器設置率について（令和６年６月１日現在）

４　　調査結果　　⑴消防本部設置率　　　　　９４％（令和５年　８７％）　　７％増

※１　「設置率」とは、火災予防条例で設置が義務付けられている住宅の部分のうち、一箇所以上設置されている

※２　「条例適合率」とは、火災予防条例で設置が義務付けされている住宅の部分全てに設置されている世帯の全
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　　　　　　　　　　　⑵消防本部条例適合率　　５４％（令和４年　３７％）　  １７％増

　世帯の全世帯に占める割合です。
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